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田才　諒哉

アフリカにおける小規模農家を対象とした農業普及のデジタル化
―ラストテンマイルアプローチの提案

特集：技術協力の遠隔運営について

はじめに　―序論―

アフリカで農業普及活動を 36 年にわたり
続けている一般財団法人ササカワ・アフリカ
財団（以下、SAA）は、2020 年に発生した
新型コロナウイルス（以下、COVID-19）の
パンデミックを受け、農業普及のデジタル化
を推進し、「e-エクステンション・プラット
フォーム」の構築をアフリカ４ヵ国で進めて
きた。しかし、農業普及のデジタル化を「ラ
ストワンマイル」まで進めるにはまだまだ障
壁や限界があり、従来形式の対面型の技術指
導も組み合わせた「ベスト・ミックス」によ
る農業普及のデジタル化が必要とされてい
る。本論考では、ウガンダを中心に、実際に
農業普及の現場で確認されたデジタル化の課
題を明らかにするとともに、現時点でのアフ
リカにおける小規模農家を対象とした農業普
及のデジタル化を実現するためのアプローチ
として、「ラストテンマイル」アプローチの
活用を提案する。デジタル化に過度に期待せ
ず、アフリカ農村部の生活に則した実現可能
な農業普及の効率化について検討していく。

１．ササカワ・アフリカ財団の活動
SAA は、1980 年代にアフリカの角で起き

た大飢饉を契機に、笹川良一初代日本財団会
長、緑の革命の父としてノーベル平和賞を受
賞したノーマン・ボーローグ博士、ジミー・
カーター元米国大統領の３人により、1986
年に設立された。以降、アフリカにおける農
業普及サービスの強化に取り組み、これまで
に 16 ヵ国で活動を展開。現在はエチオピア、
マリ、ナイジェリア、ウガンダの４ヵ国に事
務所を置き、重点国としてフィールド活動な
らびに大学等教育機関における人材育成事業
に取り組んでいる。また、タンザニア、マラ
ウイ、ベナン、ブルキナファソ、シエラレオ
ネ、モザンビーク、ガーナの７ヵ国を準重点
国とし、人材育成事業に特化した活動を行っ
ている。

アフリカの多くの国では、農業省に所属す
る農業普及員が農家に技術指導を行うが、政
府の予算不足や農業普及員の技術や知識不足
といった課題がある。SAA はこれまで 36 年
にわたり、各国の農業省や研究機関と連携し、
農業普及員や農家を対象とした技術研修、脱
穀などの加工サービスを提供する若手起業家
の育成、中堅農業普及員の再教育を目的とし
た現地大学のカリキュラム開発などに取り組
んできた。最近では、土壌の健全性に着目し
た環境再生型農業、多目的農協や SHEP ア
プローチによる市場志向型農業、農家の購買
力向上や生物学的栄養強化作物を通じた栄養
に配慮した農業を３本柱として、生産から消

TASAI Ryoya : Digitalization of Agricultural Ex-
tension for Smallholder Farmers in Africa -A Pro-
posal for a Last Ten Mile Approach.
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費に至るフードシステム全体を意識した農業
支援を行っている。SAA による農業技術研
修に参加した農家数は、重点４ヵ国だけでも
1000 万人を超える。エチオピアでは、1995
年に政府が SAA 式の生産試験プロットを同
国の農業普及システムとして採用し、農業普
及員約７万人を抱える現在の公的農業普及シ
ステムの基盤づくりに貢献した（Davis 2020, 
p.194）。小規模農家に寄り添った支援を長年
アフリカで続けてきたことが功を奏し、活動
対象国の農業普及システムの一部にも採用さ
れていったことは、SAA の大きな功績の１
つである。

２．e-エクステンション・プラットフォーム
の構築
COVID-19 のパンデミックは、アフリカの

農業にも大きな影響を及ぼしている。SAA
では、2020 年４月中旬に COVID-19 がアフ
リカの農業バリューチェーンにもたらす影響
について調査を行い、その影響を緩和するた
めの緊急支援対策を検討した。具体的には、
SAA の重点国および準重点国の計 11 ヵ国を
対象に、各国の農家、仲買人、農業省関係者、
大学の教師や学生に対し、電話およびメール
にてインタビューを行った。

調査結果では、農業分野における様々な関
係者が大きな打撃を受けていることが明らか
になった。たとえば、公共交通機関の利用制
限や外出自粛等により、農家は種子や化学肥
料など農業に欠かせない投入財の入手が困難
な状況に陥った。また、金融サービスや販売

市場へのアクセス、農業労働力の確保にも支
障が生じていた。さらにその影響は、農業普
及サービスにまで及ぶ。各国政府による集会
禁止措置により、農業普及員から農家への指
導機会が妨げられ、農業大学では感染症拡大
防止のため休校措置が講じられたことによっ
て多くの学生の学習機会が損失していた。周
囲から情報を十分に得ることができず、「分
断されている」と感じる農家が大勢いること
も分かった。

こうした状況に対応すべく、SAA は「e-
エクステンション・プラットフォーム」構想
を掲げ、ICT（情報通信技術）を用いた革新
的なアプローチを駆使し、短期のみならず中
長期を見据え、アフリカのフードシステムの
レジリエンス（強靭性）強化に取り組んでき
た。

SAA が考える e-エクステンション・プラッ
トフォーム（図１）では、どんな状況下にお
いても小規模農家が分断されることを防ぎ、

図１　�SAAによる「e-エクステンション・プラッ
トフォーム」概念図

１ 遺伝子組み換えや食品に後付けで人工的に栄養添
加する手法ではなく、一般的な育種手法を用いて
生み出された微量栄養素（ビタミン A、鉄分、亜
鉛など）を豊富に含む作物。
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「農業技術」、「農業投入財」、「市場情報」の
３つの要素に ICT、具体的にはアプリや
SMS 等を活用して、いつでもアクセスする
ことが可能な状態を目指す。そして e-エクス
テンション・プラットフォームを構築するに
あたって最も重要なことは、COVID-19 の影
響への対応策だけに留まらないということで
ある。つまり、「ポスト COVID-19」を見据え、
農業生産性向上だけでなく、バリューチェー
ン全体の中での農業普及において起こり得る

「情報の非対称性」について、ICT 技術を積
極的に活用することで解消していくことが、
SAA が考える e-エクステンション・プラッ
トフォームの真骨頂といえる。

３．SAA重点国での具体的な活動
ここでは、SAA 重点国における e-エクス

テンション・プラットフォーム構築に向けた
具体的な取り組みについて紹介したい。まず
は重点国４ヵ国のうち、最も先行しているウ
ガンダを取り上げる。

SAA がウガンダでの活動を開始した 1997
年当時、世銀・IMF による構造調整政策の
一環としてウガンダ農業省が農業普及員を大
幅に削減したことから、農業普及員１人あた
りが管轄する農家は約 1800 世帯まで膨れ上
がり、農業普及の質の確保が難しい状態で
あった。その脆弱な公的農業普及システムを
補うべく、SAA は農家自身を村落普及員

（Community Based Facilitator：CBF）とし
て育成する普及モデルを導入した。この
CBF が各コミュニティで中心となり、展示
圃場における技術普及を通じて農業生産性の
向上に大きく貢献してきた。さらに 2011 年
には、若手農家を農業投入財や農産物の
ディーラー（Commodity Association Trad-

er：CAT）として育成する新たな普及モデ
ルも導入した。CAT の活躍により、農業生
産性の向上のみならず、農作物市場へのアク
セスが円滑になり、農家の収入向上にも繋
がった。こうした成果が評価され、2018 年
には農業省がこの普及モデルを「Village 
Agent モデル」として正式に採用し、現在
は全国で３万 2000 人の CAT 育成を目指し
ている。

このようにウガンダにおける SAA の活動
は、脆弱な公的農業普及システムを補完する
ため農家自身を民間人材として活用するモデ
ルの確立を目指してきた。しかし、前述した
COVID-19 による「分断」は、農業普及員や
CBF による対面式での技術普及や、CAT に
よる農業投入財や農産物の取引に大きな支障
を生じさせる結果となった。こうした状況下
において、SAA ウガンダ事務所は、対面で
の情報交換を前提としていた CBF や CAT
の機能を維持するため、ICT 系ベンチャー
企業が多いという地の利を活かし、e-エクス
テンション・プラットフォームに取り組むこ
とになった。

ウガンダでは、同国発ベンチャーである
m-Omulimisa社とAkorion社のスマートフォ
ンアプリを導入し、その使い方について農業
普及員へ研修を実施している（写真１）。

「m-Omulimisa」のアプリを使用することで、
農業普及員や CBF は農家が必要とする情報
を随時アプリ上で配信することができる。ま
た、農家は農業普及員らに質問を送信して返
答を受け取るなど、オンライン上での双方向
コミュニケーションが可能となる。このメッ
セージ機能には画像も添付することができ、
たとえば、何らかの病気に罹った疑いのある
作物の写真を農家がその場で撮影して送信す
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ることで、農業普及員は現場に出向くことが
できなくても、その写真を解析することで、
特定の病気等への対応策を農家にメッセージ
で送ることができる。また、同アプリ上に位
置情報を登録することで、近郊の市場や気象
情報に関する情報も受け取ることができる。
一方、Akorion 社のアプリ「EzyAgric」は、
種子や肥料などの農業投入財の販売情報をオ
ンラインで確認し、ボタン１つで購入するこ
とが可能となる。前述した CAT の数は限ら
れていることから、これまで農家は民間
ディーラーから割高な価格で投入財の購入を
強いられるケースも多かったが、適正な価格
をアプリ上で瞬時に確認することができ、遠
くの市場へ行かなくても必要なタイミングで
投入財を手に入れることができるのは、農家
にとっては革新的な出来事だった。

また、ウガンダではこれらの取り組みの他
にも、ラジオ番組の配信を通じた情報共有の
実施や、CAT と農業投入財のディーラーを
メッセージアプリ「WhatsApp」を通じて繋
ぎ、情報共有をスムーズにするなどの活動を
行っている。ラジオ番組は、国際食料政策研
究所（IFPRI）や国際農業研究プロジェクト
である HarvestPlus と協働で制作しており、
農業および栄養に関する情報を定期的に提供
している。また、害虫駆除、収穫後処理など
についての動画を複数の現地語で制作し、
メッセージアプリを通じて共有している。

次にウガンダ以外の重点国３ヵ国の取り組
みについても紹介したい。エチオピアでは、
農業普及員にスマートフォンを供与するとと
もに、顧客管理システム（CRM）プラット
フォームの Bitrix24 を導入。これによって
SAA スタッフと農業普及員が遠隔でも情報
共有が可能となり、事業地に訪問せずとも農

業普及員と高頻度で双方向コミュニケーショ
ンを取れるようになった。また、農業普及員
に対しては、スマートフォンを通じて定期的
に気象情報を送信し、現場で農業普及員が農
家にその情報を伝えることで、適切な時期で
の作付けや収穫ができるような体制を確保し
ている。また、現地発ベンチャー企業である
AMPLIO 社 が 開 発 し た「Amplio Talking 
Book」を活用し、ショートメッセージを農
家に配信している。Amplio Talking Book は、
農業生産や栄養などの農家が必要とする情報
をデバイスからいつでも再生することがで
き、また、農家がその情報に対してフィード
バックを加えることができる「双方向性のラ
ジオ」である。さらに、エチオピアの「テッ
クの女王」として日本のメディアにも取り上
げられているベテルヘム・デセ氏が起業した
iCog Labs 社と協働し、農業普及員と農家の
双方向コミュニケーションを可能にするアプ
リの開発も進めており、今年から現場での普
及を開始する。マリでは、技術移転の基盤と
して、まずスマートフォンを農業普及員、
CBF、農家に支給した。また、密封貯蔵、農
産物の乾燥、農産物の保存管理に関する研修

写真１　�農業普及員や村落普及員にm-Omulimisa
の使い方を教えている様子
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ビデオを制作した。供与したスマートフォン
にこれらの動画を格納し、農業普及員や農家
がいつでも研修ビデオを観ることができるよ
うにした。投入財へのアクセスについては、
マリ国立種子研究所（LABOSEM）と協働で、
自家採種の研修ビデオをフランス語と現地語

（バンバラ語）で制作。今後は支給したスマー
トフォンを活用しながらオンライン研修を実
施していく予定だ。ナイジェリアでは、ビル
＆メリンダ・ゲイツ財団の資金的援助を受け
て IITA（国際熱帯研究センター）や Af-
ricaRice が共同開発した AKILIMO（キャッ
サバ）、Nutrient Expert（トウモロコシ）、
Rice Advice（コメ）の３つのアプリを活用し、
それぞれの対象作物について最適な施肥のタ
イミングや施肥量を農家に通知する取り組み
を進めている。今後はこの３つのアプリを統
合したチャットボットを開発し、北部カノ州
で広く展開していく予定だ。

また SAA は、1993 年に設立した笹川アフ
リカ農業普及教育基金（以下、SAFE）を通
じて、中堅農業普及員の再教育を行ってきた。
SAFE 事業では、重点国だけでなく準重点国
も含む 11 ヵ国において 31 の大学や教育機関
と連携し、再教育を受ける農業普及員のため
の授業カリキュラム開発支援等を行ってい
る。カリキュラムづくりにおいては、SAA
が推進している環境再生型農業やジェン
ダー、栄養に関する講座を取り入れるように
するなど、アフリカ農業開発支援を取り巻く
最新の課題について農業普及員が学べるよう
な設計となっている。この SAFE 事業にお
いても ICT の活用を進めている。具体的に

は、エチオピアのバハルダール大学、マリの
セグー大学の２校を対象に、パソコンやウェ
ブカメラなど必要な資材供与やオンライン会
議ツール「Zoom プロ」などのアプリケーショ
ン導入を行い、農業普及員が遠隔からでもオ
ンラインで大学の授業を受けることができる
よう整備してきた。

4．浮き彫りになったデジタル化の課題
SAA では、重点国４ヵ国においてアフリ

カ人を中心としたスタッフ約 170 人が働いて
いる。COVID-19 による渡航制限の影響で、
東京本部の職員や日本人専門家が現場に足を
運べなくなった状況下においても、継続的に
従来の農業普及活動を行いつつ、むしろピン
チをチャンスと捉え e-エクステンション・プ
ラットフォーム構築に向けた取り組みを展開
してきた。SAAの最大の強みはこの「現場力」
にあるといえる。

しかし、最近ウガンダにおける m-Omulimisa
や EzyAgric などのスマートフォンアプリの
活用については、現場レベルでいくつかの課
題が浮き彫りとなった。神戸情報大学院大学
の内藤智之副学長が 2022 年５月に実施した
現地調査によると、基幹通信網および無線通
信網（4G）といったインフラ整備が各国で
ICT 技術革新に追いついておらず、地方へ
行けば行くほどネットワークに問題があるこ
とが判明した。また、開発途上国といえども
通信コストは決して安価ではなく、農家の毎
月の稼ぎの中から通信コストを捻出すること
は容易ではないという現実も明らかになっ
た2。「ソフトウェアのアップデートが上手く
できずに使えなくなっている」という報告も
あり、関係者の ICT リテラシー不足も課題
として挙げられた。

2 MTN の一般家庭用高速ネットサービス WakaNet 
Max の料金は５万 5000UGX（≒約 2000 円）／容量
20GB／速度 4G 程度。
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他方、COVID-19 が取り巻く状況も刻一刻
と変化しており、我々が当初拾い上げたニー
ズも変化しているのが事実である。具体的に
は、各国で州や都市を跨ぐ移動制限が緩和さ
れ、種子や化学肥料など農家が必要とする農
業投入財へのアクセスは改善傾向にあり、大
学でも学生が再び授業を対面で受けられる状
態に戻りつつある。とくに農村部では、私た
ち日本人が想像する以上に COVID-19 以前
の状況に生活が戻っており、デジタル化推進
の流れがやや鈍化してきているようにも感じ
る。前述したウガンダでの調査では、スマー
トフォンを所有し m-Omulimisa や EzyAgric
の使用方法の研修を受講したにも関わらず、
従来通りにディーラーと対面で直接取引を続
ける農家も散見された。既存の仕組みよりも
デジタル化ツールを活用した際の利益が上回
らない限り、デジタル化の普及は難しく、農
村部においては、デジタル化による恩恵をま
だまだ農家が実感できていない。

一方で、WhatsApp のような日常的に慣
れ親しんだアプリを活用しての情報共有は農
村部でも幅広く行われており、ラジオや動画
も頻繁に活用されていることが確認された。
こうしたツールは大きな革新性があるわけで
もなく、派手さもないように見えるが、実際
は最も農家の知識・技術の向上に役立ち、ま
たローコストで広範囲に普及している実態が
見えてきた。

おわりに　―結論―

これまで SAA による ICT を積極的に活用
した革新的な取り組み、e-エクステンション・
プラットフォームについて紹介してきたが、
その目指すべきゴールはデジタルトランス
フォーメーション（DX）だけでは達成され

ないと考えている。農業普及における DX の
推進を図りつつも、必要なタイミングでは従
来型の対面方式での技術普及も組み合わせる

「ベスト・ミックス」による支援が理想形で
あると考える。

これまで ICT の活用は、「ラストワンマイ
ル」まで届けるという文脈の中で期待されて
きたように思われる。しかし、アフリカにお
いては、通信環境やスマートフォンの普及率
といったラストワンマイルのインフラ整備が
追いついていないことが現状だ。

そこで本論考では、「ラストワンマイル」
までの ICT 活用ではなく、そのもう一歩手
前として「ラストテンマイル」までの ICT
活用を推進することを提案したい。（図２）
ここでの「ラストテンマイル」は、農業協同
組合などの農家組織や、農業普及員および前
述した CBF や CAT を含む農家リーダーの
ことを指す。こういった拠点となる組織や人
材が EazyAgric のような共同集出荷を効率
化するアプリを活用することで、農家はス
マートフォンを所有せずとも共同集出荷によ
る農業投入財や農産物の売買に参加すること
ができる。ただし、そのためにはきちんと組

写真２　�ウガンダにてCOVID-19 対策を講じな
がらフィールドで農業普及を行う様子

28103094 国際農林業 vol.45 No1_p10-16-特集 田才先生.indd   1528103094 国際農林業 vol.45 No1_p10-16-特集 田才先生.indd   15 2022/07/29   14:202022/07/29   14:20



─ 16 ─

織化された農業協同組合や農家リーダーによ
る情報共有の仕組みが存在することが前提と
なる。SAA は、これまで各国で地道に農家
の組織化や農家リーダーの育成を継続してき
ており、こうした土台にデジタル化を組み合
わせることで、農業普及が効率的に行われて
いくことを期待している。

このように、ラストテンマイルまでは ICT
を活用した情報共有、農業投入財や農産物の
取引が可能であるが、その先の農家１人ひと
り、つまり「ラストワンマイル」における情
報共有や市場取引に関しては、インフラ整備
の遅れなどの外的要因もあり、まだまだ対面
でのやりとりが必要と感じる。デジタルツー
ルによって援助団体やサービスプロバイダー
から受け取った情報を基に、「ラストテンマ
イル」に位置する農業普及員、農業協同組合
や農家リーダーが農家に対して対面で技術指
導を行うとともに、農家のニーズを踏まえて
ICT を活用した農業投入財や農産物の取引
を行うことが効果的かつ効率的であり、「ラ

ストワンマイル」の農業普及がデジタル化に
よる損益分岐点を超えるのはまだまだ時期尚
早であると感じている。かかる状況から、ア
フリカにおける小規模農家を対象とした農業
普及については、農村部における農家の組織
化（農業協同組合や農家リーダー育成）を前
提としたうえで、まずは「ラストテンマイル」
までのデジタル化を進めていくことを提案し
たい。

引用・参考文献
Davis, K., S. C. Babu, and C. Ragasa. 2020. 

Agricultural Extension: Global Status and 
Performance in Selected Countries. Wash-
ington, DC: International Food Policy Re-
s e a r c h  I n s t i t u t e .  h t t p s : / / d o i .
org/10.2499/9780896293755.

 （ 一般財団法人ササカワ・アフリカ財団　
ジュニアプログラムオフィサー）

図２　「ラストテンマイル」アプローチの概念図
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